
【【名名称称】】日日のの出出町町地地域域自自立立支支援援協協議議会会

【【ホホーームムペペーージジUURRLL】】 未未設設置置

【【設設置置年年月月】】 平平成成1199年年11月月

【【運運営営方方法法】】

【【組組織織図図】】　　

【【相相談談支支援援体体制制のの整整備備状状況況】】　　

【【地地域域生生活活支支援援拠拠点点等等のの整整備備状状況況】】　　

【【日日中中ササーービビスス支支援援型型共共同同生生活活援援助助のの有有無無】】　　

　　日日中中ササーービビスス支支援援型型共共同同生生活活援援助助のの有有無無

  
  

日日のの出出町町

直直営営

基幹相談支援
センター数

委託相談支援
事業所数

指定一般相談支援事業所数 指定特定
相談支援
事業所数

指定障害児
相談支援
事業所数地域移行支援 地域定着支援

0 0 0 0 3 1

開設の有無 開設時期

なし －

整備状況 整備時期 整備類型

検討中 未定 未定

全 体 会

定 例 会

くらし部会

しごと部会

こども部会

運営委員会

相談部会

地域生活支援拠点部会

事務局

精神障がい者地域移行促進部会

日
の
出
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【【全全体体会会及及びび専専門門部部会会のの活活動動回回数数及及びび委委員員数数】】　　

全体会の活動回数及び委員数 専門部会の活動回数及び委員数

 

　

　

　 　

　 　

　 　

　 　

【【全全体体会会のの委委員員構構成成及及びび活活動動内内容容】】　　

（（１１））委委員員構構成成

№

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

（（２２））活活動動内内容容

全体会 部会名

0 14 (0) くらし部会（学習会2回含む） 4 11

回数 委員数

回数 委員数 こども部会 2 11 (0)

精神障がい者地域移行促進部会 2 9 (0)

地域生活支援拠点部会 2 8 (0)

(0)

しごと部会 4 7 (0)

相談部会 3 11 (0)

学識経験者 0 医療関係者 0 保健所 0

※「委員数」の（　　）：障害当事者（本人）で委員に就任されている方の人数（再掲）

種　別 人　数 種　別 人　数 種　別 人　数

障害当事者・家族・関係団体 2 身体・知的障害者相談員 0 相談支援事業者 0

教育関係機関 1 雇用関係機関 0 企業 0

民生委員・児童委員 0 地域住民 0 行政職員(区市町村) 1

障害福祉サービス等事業者 9 社会福祉協議会 1 法曹関係者 0

委委員員名名簿簿

役　職 氏　名 所　属 種　別 備　考

行政職員(都） 0 その他 0

合　計 14

金森　通子 ＮＰＯ法人　日の出もみの木　理事長 障害福祉サービス等事業者

中島　真由美 社会福祉法人　太陽福祉協会理事 障害福祉サービス等事業者

高橋　健輔 社会福祉法人泉会　日の出舎管理者 障害福祉サービス等事業者

会長 山本　健明 山本社会福祉事務所　代表 障害福祉サービス等事業者

森田　嘉和 社会福祉法人山の子の会　山の子の家施設長 障害福祉サービス等事業者

前野　恵司 日の出町社会福祉協議会　事務局長 社会福祉協議会

緑川　清美 社会福祉法人　東京リハビリ協会理事長 障害福祉サービス等事業者

副会長 高橋　栄子  日の出町知的障害者相談員　日の出町手をつなぐ親の会会長 障害当事者・家族・関係団体

小笠原　勝二 西多摩精神障害者家族会（西多摩虹の会）　会長 障害当事者・家族・関係団体

藤間　英之 ＮＰＯ法人　秋川流域生活支援ネットワーク　理事長 障害福祉サービス等事業者

伊倉　和正 社会福祉法人同愛会　日の出福祉園施設長 障害福祉サービス等事業者

市川　裕二 東京都あきる野学園校長 教育関係機関

各部会の活動報告及び事業計画の承認
日の出町障がい者就労・生活相談支援センターあるっての状況報告
障害者計画、障害福祉計画、障害児福祉計画等の策定について
『障害者相談支援サービス事業に関する提言書』について
今年度は、コロナ禍により活動が制限された。

川元　泰史 日の出町教育委員会指導室長 行政職員(区市町村)

杉浦　友和 定例会会長　（山の子の家） 障害福祉サービス等事業者
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【【専専門門部部会会のの委委員員構構成成及及びび活活動動内内容容】】　　

（（１１））委委員員構構成成

　　　　　部　会　名
こども部会

くらし部会
（学習会2回含

む）
しごと部会 相談部会

精神障がい者
地域移行促進

部会　　種　別

医療関係者 1 0 0 3 2

学識経験者 0 0 0 0 0

教育関係機関 2 0 1 1 0

保健所 0 0 0 1 1

企業 0 0 0 0 0

雇用関係機関 0 0 1 0 0

身体・知的障害者相談員 0 0 0 1 0

障害当事者・家族・関係団体 1 2 1 4 1

障害福祉サービス等事業者 2 7 2 0 1

相談支援事業者 1 0 1 0 1

法曹関係者 0 0 0 0 0

社会福祉協議会 0 1 1 0 1

地域住民 0 0 0 0 0

民生委員・児童委員 1 1 0 0 0

行政職員(都） 0 0 0 0 0

行政職員(区市町村) 2 0 0 1 1

計 11 11 7 11 9

その他 1 0 0 0 1

保健所 0

教育関係機関 0

雇用関係機関 0

　　　　　部　会　名
地域生活支援
拠点部会

　　種　別

学識経験者 0

医療関係者 0

相談支援事業者 4

障害福祉サービス等事業者 3

社会福祉協議会 0

企業 0

障害当事者・家族・関係団体 0

身体・知的障害者相談員 0

行政職員(区市町村) 1

行政職員(都） 0

その他 0

法曹関係者 0

民生委員・児童委員 0

地域住民 0

計 8
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（（２２））活活動動内内容容

【【地地域域協協議議会会のの活活動動状状況況】】　　

１　地域協議会の協議事項（複数回答）

くらし部会（学習会2回含
む）

・人材育成・理解啓発に関する取り組み（年2回の学習会を計画）
・全体会方針に関する協議事項について検討を行う
・地域生活活動拠点について検討を行う
・福祉計画のモニタリング
・当事者・家族の関係者のオブザーバー参加に向けての検討を行う

しごと部会

・日の出町障害者就労・生活支援センター「あるって」事業報告(内容確認
及び評価)
・障害福祉計画進捗状況の確認
・個別ケース検討
・生活支援を行う相談窓口の検討
・学校、福祉サービス企業の見学会
・雇用指導官と連携し、商工会、町内企業への障がい者雇用の理解促進と
企業開拓
・役場庁舎内実習実施に向けた検討
・町内福祉サービス共同受注システムの検討

相談部会

・困難事例等の事例検討の実施
・高齢や児童などの他部門の事業所との連携
・虐待発見時における通報の在り方と課題を抽出することで、より通報し
やすい環境づくりを考える。
・秋川流域生活ネットワークの各施設見学
・第5期日の出町障害福祉計画のモニタリング

部会名 活動内容

こども部会

・障害福祉計画についての評価及び子供たちの居場所つくりの検討
・医療ケアが必要な子供たちの情報収集（秋川流域病児・病後児保育室・
特別支援学校のスクールバス状況調査）
・勉強会等の検討
・施設見学(建物の設備、管理、補修、活用方法)

② 就労支援に関すること

日の出町障害者就労・生活支援センター「あるって」事業報告、事業内容確認と評価。障害福祉計画進
捗状況の確認。個別ケース検討。学校、福祉サービス、企業等の見学会。商工会を含めた町内企業への
障害者雇用の理解促進と企業開拓(ハローワークとの連携)。庁舎内実習に向けた検討。町内福祉サービ
ス共同受注システムの検討(福祉サービス事業所で作業を受けることのできるネットワーク)

精神障がい者地域移行促
進部会

・都精神障害者地域移行促進事業と連携して活動する。
・地域生活支援拠点事業の整備を地域生活拠点部会の委員として参加し、
共に進めていく。
・地域移行後就労及び日中活動先を持っていない方達への支援を検討す
る。

地域生活支援拠点部会

・サービス提供開始に抜けた具体的な検討
・障害福祉サービス事業所の連携体制検討・各障害者支援施設への連携の
呼びかけ
・他市町村との連携の検討 （秋川流域生活支援ネットワークと他法人事業
所との連携）

① 相談支援事業の運営体制に関すること

困難事例等の事例検討。高齢者や児童など他部門の事業所などの連携。地域生活支援拠点の先進的自治
体への見学会。障害福祉計画のモニタリング。定例会よりの報告や課題の検討（年間スケジュールをた
て活動を進める。各活動について分担を決める。）
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③ 地域移行・地域定着支援に関すること

町民の入院実態の把握。退院後の支援の流れ・生活を支える流れ、イメージを明確化。(居住先確保支
援も検討)。都精神障害者地域移行促進事業と連携活動。地域移行、地域定着を担う指定一般相談支援
事業開設を目指す協議検討

⑥ 関係機関や他分野のネットワークに関すること

他市町村、学校、病院、福祉サービス、家族、商工会を含めた町内企業との連携。関係機関や他分野へ
の見学及び意見交換会等によるネットワークの充実を図る。

地域生活支援拠点部会での検討

⑦ 障害福祉計画等の進捗管理や調整

⑪ 地域自立支援協議会の運営に関すること

①地域生活支援の強化②障害者の権利擁護と理解促進③児童・高齢・病院等との連携構築の3本柱で取
り組む。運営委委員会において協議検討

２　地域協議会としての役割（複数回答）

② 情報共有・情報発信

障害者差別解消法・障害者虐待防止・成年後見人等の障害者理解啓発活動。当事者参画や理解の啓発

③ 分野を越えてのネットワークの構築

⑧ 障害者差別解消法や条例、権利擁護に関すること

障害者差別解消法学習会を開催し、啓発活動を図る。障害のある方から意見を聞いて協議し集約を行
う。

⑨ 地域生活支援拠点等の整備に関すること

地域生活支援拠点等の整備(区域、連携、多機能)の検討。地域生活支援拠点等事業の設置要綱の作成検
討。相談、緊急時受け入れ、体験、専門的人材の確保等連携して検討

⑩ 障害福祉計画等に関すること

障害福祉計画等のモニタリング。評価、進捗状況についての確認。子供たちの過ごし方、居場所につい
ての把握。地域移行、地域定着を担う「指定一般相談支援事業」開設を目指す検討

各部会において、障害福祉計画等の進捗状況を把握し調整

⑨ 構成員の資質向上・研修の場

学習会の開催。関係機関との情報交換及び施設への見会等

高齢支援施設との技術交流

⑤ 地域課題の整理

学習支援。居場所づくり。体を動かせる機会、場所。対人関係の不安による不登校、就職での家族の苦
難。障害者の高齢化、重度化。親なき後の生活。家族への支援

⑥ 課題解決に向けての検討

日
の
出
町

− 299 −



 

３－２　地域課題の把握方法（複数回答）  

３－４　地域課題の中で、広域又は東京都全域で対応するほうが良いと考える課題

（当事者の委員がいる区市町村）

（地域協議会を設置している区市町村）

施設見学会及び学習会をとおして情報を収集し各部会において協議している。

地域生活支援拠点等事業の設置要綱案作成・緊急時の受け入れ、対応及び相談・体験の機会・専門的人
員の確保、養成・地域の体制づくり。

特になし。

４　地域協議会における当事者の参画状況

４－１  多様な当事者の委員（障害や難病の種別、性別、年齢等）に参加していただくに当
　　　たり､取り組んでいること、課題になっていること

当事者委員がいない。

４－２　当事者の委員だけではなく、地域で生活する多様な当事者（障害や難病の種別、性
　　　別、年齢等）の声を吸いあげられる地域協議会にするために、取り組んでいること、
　　　課題になっていること

あがっている　　　　

②全体会、専門部会、各種連絡会等

３－３　地域課題に対して取り組んだ（取り組んでいる）内容又は取り組めなかった理由等
　　　（複数回答）

⑥ 緊急・災害等対応

地域支援拠点等の整備。各事業の連携。災害時の避難状況等の把握及び今後の対策検討

⑪ 地域移行・地域定着支援

⑩ 権利擁護・虐待防止

虐待防止や差別防止への取り組みとして、学校との連携及び地域移行・地域定着支援の一般相談支援事
業所の検討。虐待防止や差別防止の啓発活動

３－１　地域協議会における地域課題
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